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多くの地域を席巻した「民主化の波」は、世紀の変わり目にはいわゆる政党主導型の権威主義体制（台湾・メキシコ）を飲み込み、いまや、民主化の鬼門とされてきた中東諸国の独裁政権をも突き崩そうとしている。しかし 南欧、南米、旧ソ連・東欧諸国など先発の民主化諸国では、 政治的には 「民主主義の定着」が半ば所与とされるなかで、とくに一九九〇年代に本格化した新自由主義の波 これらの国だけ なく、世界を「格差と不平等の時代（参考文献⑤） 」へと連 戻した。こうした時代の変化へのひとつ 政治的適応がここでとりあげる 「ポピュリズム」である。なぜなら、こ 現象の世界的な広まりはまさにこう「民主化の波」を必要条件とし、また往々にしてそれが新自由主義
政策の導入（入口）とそれへの反動（出口）という局面で生じているからである。むろん、実際どこまで「現代では、ポピュリズム政治家が珍しくないばかりか、むしろそうであ のが当たり前の時代を迎えるようになった（参考文献⑥：八―九） 」と言えるのかは依然検討の余地がある。 かし、世界のあらゆる地域や国で、社会経済的発展の度合いや統治形態の相違に関わらず、ポピュリズムと親和性な「政治的リーダーシップの個人主義化」がますます進んでいるとされる一方、あ ゆるものが不確実な時代の かで市民（被治者）の側でも「ポピュリズムの誘惑」に陥りがちな状況が生じていることについては疑問の余地はないだろう。
●ポピュリズムの現在　
かつて政治学でポピュリズムと
















による手法／スタイルとして「上からのポピュリズム」とは別に、 「既存の政党や政治勢力に代表されない人々による運 （参考文献⑥：六六） 」としての「下からのポピュリズム」 が想定される。これに関しては 昨今のネオ・ポピュリズムをめぐる議論では「下からの動きは無視されることが多く、むしろ、上からのリーダーの政治戦略に焦点を合わせようとする傾向が強 （参考文献③：二七八）すぎるとする批判や、こうしたスタイルを重視する定義は ポピュリストが動員に使用するさまざまな組織形態の違いが見えてこないとする見解も存在する（参考文献⑧） 。しかし政治指導者からにせよ運動家からにせよ、それら 唱導する言説または世界観 、大衆のなかに新たな包摂的アイデンティティーを喚起し、それに って彼（女）らの政治的エネルギーを引き出し・増幅するに不可欠な
要素であることに違いはなく、こうした「リーダーとフォロワーの相互作用」こそがポピュリズムの起動力となるの 。そこで、こうした「アイデンティティー」には、 例えばエリートに対する 「庶民」や、富裕層に対する 貧しき者たち 少数の既得権者に対する「疎外された多数の人びと」 、悪しき官僚に対する「善良な市民」 、 堕落した公務員に対する「勤勉な民間人」 、またはグローバリゼーション （の脅威） 対する 「ナショナル もの」など多様なヴァリエーションを想定 うる。　
例えばこのような善悪二元論的
な言説をポピュリズムの核心と見るＫ・ホーキンスは、さまざま国でポピュリストと目される政治家の講話や演説を全体論的評価法（holistic grading ）と呼ばれるテ
クスト分析の一手法によって測定し、 「ポピュリズム・スコア」して点数化した（参考文献⑦：Chapter. 3 ） 。これによると、近
年のラテンアメリカでの平均値は〇・四ポイントであり、それ以上では、 ベネズエラのチャベス（一・九） 、 ボリビアのモラレ （一・六） 、アルゼンチンのメネム（〇・八） 、エル・サルバドルのサカ 六） 、




ピュリズムのスコア化の試みは、従来のポピュリズムをめぐる議論の多くが叙述的であっただけでなく、ときに印象論的に語られがちであったことを踏まえると、それだけで十分評価 値するものである。しかしそれに どまらず、彼は、これま のさまざまな議 で半ば通念とされてき 「ポピュリズムが生じ 理由」をも俎上に載せ、 自らの作成したポピュリズム・スコアを従属変数と て、これらの「理由」の妥当性を統計的に検証した。　
例えば、ポピュリズムの発生に
ついて、旧来の近代化論は、近代化に伴う急激な工業化や都市化が「操作されやすい大衆」を多数生








関分析や多変数解析を実施する。例えば近代化論によるポピュリズム発生ロジックの検証には「労組の組織率」や「一五年間での組織率変動」を、そして大衆社会論の検証には「テレビの普及率」 、 「報道の自由の程度」 、 「中等教育の就学率」などを代理変数として使用する。また、従属論には「ＧＤＰに占め 外国直接投資（ＦＤＩ）×一次産品輸出額の割合」や「ＧＤＰに占めるＦＤＩ×輸出総額の割合」を、業績投票モデルについては「二年、五年、一〇年、二〇年におけるＧＤＰ平均成長 を、そして汚職を重視する議論の検証には「世銀の汚職指標（ＣＣＩ） 」や「世界汚職バロメーター」などを独立変数と 設定する。その結果、相関分析においては、ＣＣＩなどの汚職 を除くほとんどの変数がポピュリズム・スコアと有意な相関が認められないことが分かった。また、多変量解いても、経済パフォーマンスの悪化や労組の組織率の低下など、モデルによっては有意性を示す変数も存在するが、ひと び汚職変数でコントロールすると、これらの変数の効果は消え去り、結局、有意水準および効果 おい いずれ




地域または政治的文脈で生起するポピュリズム 、ジャーナリスティックな議論では、とかく「さまざまな給付や補助金のバラマキ」と同一視され、単なる「人気取り」や「大衆迎合主義」などと揶揄されがちである。しかし、多かれ少なかれこれらの要素が現代の民主政治に不可避なものとされる以上、その否定は民主主義そのものの否定に繋がり ねず、 また、ポピュリズムに付随する全ての属性が必ずしもネガティブ ものとは限らない。　
実際、ポピュリズムに内在する
「平等化」と「包摂」のメカニズムは、これまでしばしば、それが生じた社会の政治・経済的な格差や不平等を是正する役割を担ってきただけでなく 従来そこから排除されてきた人びとの声や利害代弁し、彼（女）ら 新たに政治の場へと包摂する機能 も果たしてきた。すなわちこの意味でポピュリズムは民主主義 実質化に寄与し とされるのである。また、少なくともホーキンス 検証結果が示唆するものとは、すなわち、既存の民主政治への幻滅こそがポピュリズムを招来すること、換言すれば、必ず もポピュリズムによって民主政治が損なわれるわけではないということであった。むしろそれは「 得権益と利害関係でがんじ らめになって身動きが取れない政治に、新しい政治のあり方」や「新たな改革」を突きつける（参考文献⑥：二八、一四八）役割を果たし、この意味で、いわば社会運動が「下から」の問題発見装置であるならば ポピュリズムは「上からの」それとして既存の政治秩序に出現し、民主政治にダイナミズムを与えるものである。さらにある論者の言を借りれば、概してポピュリズムが
想起させる 「強いリーダーシップ」や「断定的な言葉や約束」は、その実現のほどは別にせよ、 「方向性を喪失し、バラバラに原子化されて発言力をもたない現代のピープル」にとって むずかしい判断を省略させてくれるという利点」を有し、そ ゆえ「一つ 統治の形式としてもてはやさ だけでなく、一応の政治の安定をももたらす」もの さえ捉えることもできる（参考文献①：一四〇―一四三） 。　
しかしながら、こうしたポジ






































































































































































o. 1, pp. 1-22.
24アジ研ワールド・トレンドNo.190 （2011. 7）
